
 

３．８ ライフライン被害 

 地域や社会生活に影響の大きなライフラインとして上水道、下水道、都市ガス、ＬＰガ

ス、電力、通信について、想定される被害を想定した。 

  

(1) 上水道被害 

神奈川県の水道は、現在、上水道事業 20、簡易水道事業 17、専用水道によって給水

が行われている。今回の調査では、平成 25 年 3 月 31 日現在の上水道、簡易水道、専用

水道を合わせた給水人口 9,047,850 人（供給地域内総人口に対する普及率は 99.8％を用

いている（平成 24 年度「神奈川県の水道」による）。 

 

ア 想定手法 

配水管の被害は、兵庫県南部地震の被害データと最近の被害地震のデータを用いて提

案された方法を用い想定した。また、断水率（断水世帯数）の想定は、前回調査で作成

した断水率推定式を用いて想定した。応急復旧日数の想定は、送・配水管の被害箇所数、

被害率及び過去の被害地震での復旧事例を参考にして作成した復旧関数を用いて復旧過

程を想定した。なお、液状化の影響については、東京都（2012）の手法による「液状化

危険度ランクによる補正係数」を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.46 被害想定フロー 

 

                                         

参考文献： 

・東京都防災会議：首都直下地震等による東京の被害想定報告書，平成 24 年 4 月 

管種・管径別の  
配水管総延長  

計測震度  

液状化（PL 値） 

地形  

標準被害率

配水管被害件数  

断水率

復旧日数  断水人口  

人口
復旧速度  

管種・管径係数
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イ 想定結果 

想定地震ごとの被害想定結果を一覧表として表 3.16 に示す。以下、各想定地震にお

ける被害想定結果（県全体）の概要をまとめる。なお、各事業体によって復旧日数には

差がある。 

 

(ｱ) 都心南部直下地震 

被災直後の断水人口は2,078,170人で、横浜市、川崎市で、横須賀市で被害が大きい。

復旧には22日程度を要すると想定される。 

 

(ｲ) 三浦半島断層群の地震 

被災直後の断水人口は655,930人で、横浜市、横須賀市で被害が大きい。復旧には17

日程度を要すると想定される。 

 

(ｳ) 神奈川西部地震 

被災直後の断水人口は72,450人で、小田原市で被害が大きい。復旧には８日程度を要

すると想定される。 

 

(ｴ) 東海地震 

被災直後の断水人口は2,490人で、当日中に復旧が完了すると想定される。 

 

(ｵ) 南海トラフ巨大地震 

被災直後の断水人口は7,710人で、当日中に復旧が完了すると想定される。 

 

(ｶ) 大正型関東地震 

被災直後の断水人口は5,382,170人で、横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、

藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市で被害が大きい。復旧には49日程度を要

すると想定される。 

 

(ｷ) 元禄型関東地震（参考） 

被災直後の断水人口は5,382,190人で、横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、

藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市で被害が大きい。復旧には49日程度を要

すると想定される。 

 

(ｸ) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

被災直後の断水人口は6,469,280人で、横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、

藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市、大和市で被害が大きい。復旧には49日

程度を要すると想定される。 
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(2) 下水道被害 

神奈川県の下水道事業は、県内の 33 都市（19 市 13 町１村）全て汚水の処理がされて

おり、平成 24 年度末の下水道普及率は 96.1％となっている。（出典：平成 25 年版神奈

川県の下水道事業の概要） 

 

ア 想定手法 

管きょ（塩ビ管、陶管、その他）の被害想定は、国土交通省の「大規模地震による下

水道被害想定委員会」（2005）の平均被害率関数を用いた。機能支障想定は、管きょ被害

率に処理人口数を乗じることにより想定した。応急復旧日数の想定は、管きょの被害延

長、復旧速度、復旧人員から応急復旧日数を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.47 被害想定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

参考文献： 

・国土交通省：大規模地震による下水道被害想定検討委員会（第１回）資料,2005 年 12 月 
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イ 想定結果 

想定地震ごと被害想定及び応急復旧完了日を表 3.17 に示す。以下、各想定地震にお

ける被害想定結果の概要をまとめる。 

 

(ｱ) 都心南部直下地震 

横浜市や川崎市を中心に被害が生じ、407,520人に機能支障が生じる。復旧には62日

程度を要すると想定される。 

 

(ｲ) 三浦半島断層群の地震 

県東部を中心に被害が生じ、198,510人に機能支障が生じる。復旧には33日程度を要

すると想定される。 

 

(ｳ) 神奈川西部地震 

県の全域で、38,290人に機能支障が生じる。復旧には８日程度を要すると想定される。 

 

(ｴ) 東海地震 

県の全域で、74,110人に機能支障が生じる。復旧には13日程度を要すると想定される。 

 

(ｵ) 南海トラフ巨大地震 

県の全域で、80,230人に機能支障が生じる。復旧には14日程度を要すると想定される。 

 

(ｶ) 大正型関東地震 

県の全域に大きな被害が生じ、792,010人に機能支障が生じる。復旧には132日程度を

要すると想定される。 

 

(ｷ) 元禄型関東地震（参考） 

県の全域に大きな被害が生じ、791,960人に機能支障が生じる。復旧には132日程度を

要すると想定される。 

 

(ｸ) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

県の全域に大きな被害が生じ、1,090,830 人に機能支障が生じる。復旧には 181 日程

度を要すると想定される。 
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(3) 都市ガス被害 

神奈川県内では、東京ガス（株）、厚木ガス（株）、秦野ガス（株）、小田原ガス（株）、

湯河原ガス（株）が都市ガス供給を行っている。需要家メーター取付数は約 277 万個で、

ガス販売量約 1,416 億メガジュール（平成 23 年時点）となっている。 

 

ア 想定手法 

東京ガス（株）の供給地域については、東京ガス（株）の手法によった。東京ガス（株）

以外の事業者の供給地域では、SI 値分布から供給停止軒数を想定し、これに加えて、阪

神・淡路大震災における事例から作成した被害関数を用いてガス導管の被害軒数を想定

した。 

 

・供給停止件数                 ・管路被害、復旧日数 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.48 被害想定フロー 

 

 

イ 想定結果 

想定地震ごとの想定結果を表 3.18 に示す。以下、各想定地震における被害想定結果

の概要をまとめる。 

 

(ｱ) 都心南部直下地震 

都市ガスの供給停止は415,680軒で、横浜市で被害が大きいと想定される。 

 

(ｲ) 三浦半島断層群の地震 

都市ガスの供給停止は30,830軒で、横浜市で被害が想定される。 

 

(ｳ) 神奈川西部地震 

都市ガスの供給停止は45,500軒で、小田原市で被害が大きいと想定される。 

 

(ｴ) 東海地震 

都市ガスの供給停止は無いと想定される。 

 

需要件数（ブロック別） 地震動

ＳＩ値

供給停止件数  

管路の現況  

管路被害率  

管路被害箇所数  
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(ｵ) 南海トラフ巨大地震 

都市ガスの供給停止は無いと想定される。 

 

(ｶ) 大正型関東地震 

都市ガスの供給停止は1,972,960軒で、横浜市、川崎市、藤沢市で被害が大きいと想

定される。 

 

(ｷ) 元禄型関東地震（参考） 

都市ガスの供給停止は1,972,960軒で、横浜市、川崎市、藤沢市で被害が大きいと想

定される。 

 

(ｸ) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

都市ガスの供給停止は 2,325,240 軒で、横浜市、川崎市、相模原市、藤沢市で被害が

大きいと想定される。 
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(4) ＬＰガス被害 

ＬＰガスの県内消費者数は約 120 万件である。 

 

ア 想定手法 

関沢らの手法（2003）に従って供給地域の計測震度からガスボンベ重量別漏洩率を求

め、これにガスボンベ数を乗ずることによって漏洩件数を求めた。ただし、ガスボンベ

の重量は全て 50kg とした。 

 

 

 

 

 

 

図 3.49 被害想定フロー 

イ 想定結果 

想定地震ごと被害想定及び応急復旧完了日を表 3.19 示す。 

都心南部直下地震、三浦半島断層群の地震では、県東部の被害が大きくなると想定さ

れる。一方、神奈川県西部地震は小田原市で被害が大きくなると想定される。大正型関

東地震、元禄型関東地震、相模トラフ沿いの最大クラスの地震は、全県で被害が大きい。

東海地震、南海トラフ巨大地震では被害は発生しない。 

表 3.19 ＬＰガスの被害想定結果 

地震名 供給支障数  復旧日数  

都心南部直下地震 11,310 １日 

三浦半島断層群の地震 2,670 １日 

神奈川県西部地震 920 １日 

東海地震 0 － 

南海トラフ巨大地震 0 － 

大正型関東地震 16,490 ２日 

元禄型関東地震（参考） 16,490 ２日 

相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 19,680 ２日 

※各欄の数値は１の位を四捨五入している。  
                                         

参考文献： 

・関沢・座間・細川･畑山・新井場・久保田・鄭・遠藤：3.2.9 地方自治体の災害対策本部

における応急対応支援システムの開発、大都市大震災軽減化特別プロジェクトＨ14 年度

成果報告書Ⅳ 耐震研究の地震防災への反映,平成 15 年 5 月. 

ボンベ本数  加速度  

漏洩率  

供給支障件数  
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(5) 電力被害 

神奈川県内の電力は東京電力（株）が供給している。契約口数約 545 万口、販売電力

量 478 億 kwh(平成 23 年末時点：東京電力ＨＰ）である。 

 

ア 想定手法 

電線の被害による停電軒数について、延焼エリアと非延焼エリアに分けて想定計算を

行った。揺れによる電柱被害と全壊建物の巻き込まれによる電柱被害から停電軒数を想

定し、延焼エリアでは、火災による焼失建物棟数からも停電軒数を想定して両者を合算

した。さらに、震度や津波の有無から、供給側設備の被災に起因した停電件数を想定し

た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.50 被害想定フロー 
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イ 想定結果 

想定地震ごとの被害想定及び応急復旧完了日を表 3.20 に示す。以下、各想定地震に

おける被害想定結果の概要をまとめる。 

 

(ｱ) 都心南部直下地震 

停電は全県で4,241,380軒となり、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、平塚市、

鎌倉市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市、大和市で被害が大きいと想定される。 

 

(ｲ) 三浦半島断層群の地震 

停電は全県で1,394,600軒となり、横浜市、横須賀市、鎌倉市で被害が大きいと想定

される。 

 

(ｳ) 神奈川西部地震の地震 

停電は全県で2,059,500軒と想定される。 

 

(ｴ) 東海地震 

停電は全県で1,972,290軒と想定される。 

 

(ｵ) 南海トラフ巨大地震 

停電は全県で1,972,440軒と想定される。 

 

(ｶ) 大正型関東地震 

停電は、全県で4,587,250軒となり、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、平塚市、

鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市、大和市で被害が大きい。 

 

(ｷ) 元禄型関東地震（参考） 

停電は、全県で4,587,250軒となり、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、平塚市、

鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市、大和市で被害が大きい。 

 

(ｸ) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

停電は、全県で 4,592,220 軒となり、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、平塚市、

鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市、大和市で被害が大きい。 
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(6) 通信被害 

電話回線数については、前回被害想定の設定を用い、世帯数を電話回線数に等しいと

仮定して設定した。また、電柱数については、県全域を対象としたＮＴＴ東日本（株）

の提供データによった。 

 

ア 想定手法 

被害想定にあたっては、延焼エリアと非延焼エリアに分け、電力電柱の場合と基本的

に同様とした。延焼エリアでは、火災による焼失建物棟数から停電軒数を想定した。非

延焼エリアでは、電線については、震動による電柱の被害と全壊建物への巻き込まれに

よる電柱の被害から停電軒数を想定した。ただし、復旧については、電力電柱の場合の

ような復旧実績や復旧作業のデータが得られなかったため、想定は行っていない。また、

津波浸水の影響を評価している。さらに、携帯電話の被害・支障の想定を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.51 被害想定フロー  

 

イ 被害想定結果 

想定地震ごとの被害想定結果を表 3.21に示す。以下、各想定地震における被害想定

結果の概要をまとめる。 

 

(ｱ) 都心南部直下地震 

電話回線は3,288,070回線が不通になる。横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、藤

沢市で被害が大きいと想定される。 

回線数  

延焼火災に  
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電柱１本あたり

の回線数  

不通回線数  

津波浸水  

建物全壊棟数  

回線数  

津波による  
不通回線数  
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(ｲ) 三浦半島断層群の地震 

電話回線は1,031,920回線が不通になると想定される。横浜市、横須賀市で被害が大

きいと想定される。 

 

(ｳ) 神奈川西部地震 

電話回線は1,439,180回線が不通になると想定される。 

 

(ｴ) 東海地震 

電話回線は1,412,220回線が不通になると想定される。 

 

(ｵ) 南海トラフ巨大地震 

電話回線は1,416,340回線が不通になると想定される。 

 

(ｶ) 大正型関東地震 

電話回線は3,447,610回線が不通になると想定される。横浜市、川崎市、相模原市、

横須賀市、藤沢市で被害が大きいと想定される。 

 

(ｷ) 元禄型関東地震（参考） 

電話回線は3,450,750回線が不通になると想定される。横浜市、川崎市、相模原市、

横須賀市、藤沢市で被害が大きいと想定される。 

 

(ｸ) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

電話回線は3,470,470回線が不通になると想定される。横浜市、川崎市、相模原市、

横須賀市、藤沢市で被害が大きいと想定される。 
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ウ 輻輳（ふくそう）の想定 

東日本大震災や新潟県中越地震、新潟県中越沖地震等を参考に、地震の被害規模から

みた、輻輳（電話が通信要求過多で掛かりにくい状況）の想定を行った。 

 

表 3.22 輻輳の状況想定 

地震 輻輳の状況 

都心南部直下地震 

 

・神奈川県内は、固定電話、携帯電話ともに 80～90％の

発信規制が行われ、２～３日間は継続される。他の関東

地域向け（特に東京都向け）の発信も、80～90％の発信

規制が行われる。 

・神奈川県内の移動通信のパケット通信（データ通信）も、

30%程度の発信規制が行われるが、比較的早く解除され

る。 

三浦半島断層群の地震 

神奈川県西部地震 

・神奈川県内では、固定電話、携帯電話ともに 40～50％

の発信規制が行われるが、比較的早く解除される。 

東海地震 

南海トラフ巨大地震 

・神奈川県内では、固定電話、携帯電話ともに 40～50％

の発信規制が行われるが、比較的早く解除される。 

・神奈川県から被害の大きい地域（東海、近畿、四国等）

への発信は 80%以上規制が数日間、継続される。 

大正型関東地震 

元禄型関東地震（参考） 

相模トラフ沿いの最大ク

ラスの地震（参考） 

・全国的に、固定電話、携帯電話ともに 80～90％の発信

規制が行われ、数日間～１週間、継続される。 

・移動通信のパケット通信（データ通信）も、30%程度の

発信規制が行われるが、比較的早く解除される。 
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